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(57)【要約】
【課題】燃料電池用燃料油を燃料電池システムで脱硫処理するに当たり、気体副生物の生
成を抑制でき、かつ、脱硫剤の寿命を十分に維持することによって、長期間安定して燃料
電池システムの運転を継続することを可能とする燃料電池用燃料油を提供すること。
【解決手段】初留点が１３５～１７０℃、９５％留出温度が２７０℃以下の蒸留性状を有
し、ナフテンベンゼン類が１０容量％以下、全硫黄分が８０質量ｐｐｍ以下で、かつ、分
子量が１８４～２１８ｇ／ｍｏｌの範囲にある硫黄化合物の硫黄分が１質量ｐｐｍ以下で
あることを特徴とする燃料電池用燃料油。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　初留点が１３５～１７０℃、９５％留出温度が２７０℃以下の蒸留性状を有し、ナフテ
ンベンゼン類が１０容量％以下、全硫黄分が８０質量ｐｐｍ以下で、かつ、分子量が１８
４～２１８ｇ／ｍｏｌの範囲にある硫黄化合物の硫黄分が１質量ｐｐｍ以下であることを
特徴とする燃料電池用燃料油。
【請求項２】
　全硫黄分のうち、メルカプタン類の硫黄分が２質量ｐｐｍ以下であることを特徴とする
請求項１に記載の燃料電池用燃料油。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、燃料電池システムに使用する燃料電池用燃料油に関する。さらに詳しくは、
脱硫反応における気体副生物の生成を抑制でき、かつ、脱硫剤の寿命を格段に延ばして燃
料電池システムで用いる脱硫剤の交換頻度を低くすることができ、長期間安定して燃料電
池システムの運転を継続することができる、石油系炭化水素油を用いた燃料電池用燃料油
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、従来のエネルギーよりも環境への負荷を低減することが可能である新エネルギー
が注目されており、その技術の中でも燃料電池は、特に注目されている。燃料電池で使用
する水素を発生させる原料として、メタンを主成分とする都市ガス、天然ガス、ＬＰＧ、
ナフサ、灯油、軽油などの石油系炭化水素、メタノール、エタノールおよびジメチルエー
テルなどの含酸素化合物があり、その原料の使用方法の研究が進んでいる。
【０００３】
　ナフサ、灯油、軽油などの石油系炭化水素には、硫黄化合物が含まれているが、硫黄分
は、水素製造に用いる改質触媒や燃料電池の電極を被毒する。したがって、石油系炭化水
素を燃料電池用燃料油とする場合、改質工程の前に脱硫処理を行い硫黄分を低減すること
が必要である。
【０００４】
　脱硫方法として、比較的低コストである吸着脱硫法が一般的に用いられている。しかし
、吸着脱硫剤によって石油系炭化水素油を脱硫すると、気体状の軽質炭化水素も副生する
。加圧条件下で脱硫反応を行う場合、脱硫により生成された液体状炭化水素、副生された
気体生成物は、脱硫器と改質器との間の配管に設けられた調圧弁で減圧される。しかし、
気体副生物が混在した状態で調圧弁により減圧されると、気体副生物が突沸を起こし、改
質器に移送される炭化水素の流れに脈流が生じる。その結果、改質器へ供給される炭化水
素量が増減し、改質器で生成される水素ガス量も変動することになる。水素ガス不足の状
態で発電を行うと、燃料電池の寿命を低下させる恐れがあり、燃料電池システムを長期間
安定して運転を継続することに支障をきたす恐れがある。この問題を回避するために、石
油系炭化水素原料油を貯留する貯液タンクを装備し、さらに脱硫装置は、原料油の導入口
とこれより下方に設けられた脱硫原料油の導出口を有し、かつ貯液タンクに貯留される原
料油の気液界面より下方に、脱硫装置の原料導入口が位置するように配置する脱硫システ
ムとすることにより、改質工程に気体を液体原料と共に送ることを防止できることが開示
されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００５】
　一方、石油系炭化水素に含まれる硫黄化合物には、メルカプタン類、チオフェン類、ベ
ンゾチオフェン（ＢＴ）類、ジベンゾチオフェン（ＤＢＴ）類、アルキルジベンゾチオフ
ェン（Ｒ－ＤＢＴ）類などがあり、この硫黄分は、改質触媒を被毒するため、改質触媒の
寿命が低下する。この結果、燃料電池システムを長期間安定して運転を継続することに支
障をきたす。この問題を回避するために、脱硫処理によって燃料電池用燃料油中の硫黄分
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を低減する方法が用いられている。
【０００６】
　燃料電池用燃料油中の硫黄分を低減する方法として、全硫黄化合物の含有量を規定する
方法（例えば、特許文献２参照）やアルキルジベンゾチオフェンなどの特定の硫黄化合物
の含有量を規定する方法（例えば、特許文献３参照）が開示されている。
【０００７】
【特許文献１】特開２００５－３４６９８５号公報
【特許文献２】特開２００２－８３６２６号公報
【特許文献３】特開２００１－２９４８７４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、特許文献１に記載の脱硫システムでは、気体生成物の副生を抑制するために特
殊な装置を必要とし、装置構造が複雑化する。
　また、特許文献２および３に記載の燃料電池用燃料油を用いても、脱硫剤の寿命を十分
に維持することが困難であり、燃料電池システムを長期間安定して運転を継続するために
は、脱硫剤の交換頻度が高くなる、または多量の脱硫剤を必要とするなどの課題を有して
いる。
【０００９】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、燃料電池用燃料油として石油系炭化
水素油を用い、該燃料電池用燃料油を燃料電池システムで脱硫処理するに当たり、気体副
生物の生成を抑制でき、かつ、脱硫剤の寿命を十分に維持することができ、長期間安定し
て燃料電池システムの運転を継続することを可能とする燃料電池用燃料油を提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記目的を達成するために鋭意研究を重ねた結果、ナフテンベンゼン類
が気体状副生物の生成に影響を及ぼすとともに、燃料油中のある特定の硫黄化合物種が脱
硫剤の寿命に影響を及ぼすことを知見し、これらを低減することによって、上記の目的を
達成できることを見出し、本発明を完成するに至った。
　すなわち、本発明は、次の燃料電池用燃料油を提供する。
　（１）初留点が１３５～１７０℃、９５％留出温度が２７０℃以下の蒸留性状を有し、
ナフテンベンゼン類が１０容量％以下、全硫黄分が８０質量ｐｐｍ以下で、かつ、分子量
が１８４～２１８ｇ／ｍｏｌの範囲にある硫黄化合物の硫黄分が１質量ｐｐｍ以下である
ことを特徴とする燃料電池用燃料油。
　（２）全硫黄分のうち、メルカプタン類の硫黄分が２質量ｐｐｍ以下であることを特徴
とする上記（１）に記載の燃料電池用燃料油。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の燃料電池用燃料油を用いれば、燃料電池システムにおいて、燃料電池用燃料油
の脱硫処理の脱硫剤を長期間使用でき、脱硫剤の交換頻度や使用量を低減できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下に本発明の内容を更に詳しく説明する。
　本発明の燃料電池用燃料油の蒸留性状は、初留点１３５～１７０℃、好ましくは１４０
～１７０℃、９５％留出温度２７０℃以下、好ましくは２３０～２７０℃、より好ましく
は２４０～２７０℃である。初留点が１７０℃より低ければ、脱硫剤への負荷を低減でき
て好ましい。また、初留点が１３５℃より高ければ、単位容量当たりの水素発生量が増し
、また引火点が低すぎず、取扱に際し安全性が増すため好ましい。９５％留出温度が２７
０℃より低ければ、改質工程において炭素析出を抑制でき、また脱硫剤への負荷を低減で
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きるため好ましい。また、９５％留出温度が２３０℃より高ければ、単位容量当たりの水
素発生量が増すため好ましい。
【００１３】
　本発明の燃料電池用燃料油は、ナフテンベンゼン類の含有量が１０容量％以下、好まし
くは５容量％以下である。ナフテンベンゼン類の含有量を上記範囲内とすることで、燃料
電池システムの脱硫処理における気体副生物、特に水素の生成を抑制することができる。
【００１４】
　ここで、ナフテンベンゼン類とは、テトラリン（１，２，３，４－テトラヒドロナフタ
レン）およびそのアルキル置換基誘導体や、インダンおよびそのアルキル置換基誘導体等
を示す。
【００１５】
　また、ナフテンベンゼン類の含有量は、高速液体クロマトグラフ（ＨＰＬＣ）によって
飽和分と芳香族分とに分画した後にＧＣ－ＦＩＤで定量し、さらに、各分画をＧＣ－ＭＳ
によって測定したのち、ＡＳＴＭ　Ｄ　３２３９を用いて解析して求めることができる。
【００１６】
　ナフテンベンゼン類の含有量を上記範囲に低減するには、水素化処理等の方法により、
行うことができる。
【００１７】
　本発明の燃料電池用燃料油は、分子量が１８４～２１８ｇ／ｍｏｌの範囲にある硫黄化
合物の硫黄分が１質量ｐｐｍ以下である。この分子量範囲にある硫黄化合物の硫黄分が１
質量ｐｐｍ以下であれば、脱硫剤の持続性を向上することができる。また、かかる硫黄分
含有量は小さいほど好ましく、最も好ましくは０質量ｐｐｍである。
　また、上記硫黄化合物の硫黄分の測定は、ＧＣ－ＳＣＤにより行うことができる。
　さらに、上記硫黄化合物は、アルキルベンゾチオフェン類などの芳香族環を有す化合物
である。嵩高い構造を有すアルキルベンゾチオフェン類等を低減させることで、脱硫処理
をより効果的に行うことができる。
【００１８】
　また、本発明の燃料電池用燃料油は、全硫黄分が８０質量ｐｐｍ以下であるが、１０質
量ｐｐｍ以下であることが好ましい。本発明でいう全硫黄分とは、ＪＩＳ　Ｋ　２５４１
微量電量滴定法に準拠して測定した値である。また、ここでいう全硫黄分とは、例えば硫
化水素、メルカプタン類、硫化アルキル類、環状硫化物、チオフェン類等の燃料電池用燃
料油に含有されている全ての硫黄分を意味する。脱硫剤の持続性を向上する上で、全硫黄
分は８０質量ｐｐｍ以下とする。
【００１９】
　更に、本発明の燃料電池用燃料油では、メルカプタン類の硫黄分が２質量ｐｐｍ以下で
あることが好ましく、１質量ｐｐｍ以下であることがなお一層好ましい。ここで、メルカ
プタン類の硫黄分とは、本出願人の出願に係る特開２００７－７８４７１号公報に記載の
方法により測定した値である。この方法は、石油系燃料油中のメルカプタン類の硫黄分の
濃度を定量分析するためＪＩＳ　Ｋ　２２７６に定められた方法に準拠した電位差滴定に
よるメルカプタン硫黄分試験方法において、用いる硝酸銀滴定液の濃度を０．０００５～
０．００５ｍｏｌ／Ｌとし、かつ試料のはかり採り量を５０～５００ｍＬとして電位差滴
定を行い、該電位差滴定で測定された上記硝酸銀滴定液の滴定量からメルカプタン硫黄分
の濃度を算出する石油系燃料油のメルカプタン硫黄分試験方法である。
　本発明の燃料電池用燃料油においては、メルカプタン類の硫黄分は少ないほど好ましい
が、メルカプタン類の硫黄分が２質量ｐｐｍ以下であれば、脱硫剤の性能低下がさほどな
く好ましい。メルカプタン類が多く存在することによって、脱硫する際に、化合物が分解
し、触媒上への炭素析出に繋がる恐れや、化合物の重合によって脱硫性能の阻害に繋がる
恐れ、また、ガス発生の原因となり、脱硫性能を落とすことが考えられる。
【００２０】
　本発明の燃料電池用燃料油の製造方法は、製造される燃料電池用燃料油が本発明に規定
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する性状を有する限りにおいて、特に制限されるものではなく、種々の石油系原料を用い
て、また種々の方法により本発明の燃料電池用燃料油を製造することができる。例えば、
原油を常圧蒸留して得られる灯油留分を脱硫した脱硫灯油を用いることができる。さらに
、直接脱硫装置から得られる直接脱硫灯油留分、及び重油や残油の水素化分解や熱分解あ
るいは接触分解して得られる灯油留分等を脱硫した脱硫灯油が使用可能である。また、市
販の溶剤や、特開平６－１５８０５８号に代表される特許公開公報に記載されたフィッシ
ャー・トロプシュ合成により製造される灯油留分を混合してもよい。
　また、上記各種の石油留分の一般的な脱硫方法としては、無機酸化物担体に、ニッケル
、コバルト、モリブデン、タングステンなどの遷移金属を適当な割合で含有する触媒を用
いて、反応温度２００～４００℃、反応圧力２～２０ＭＰａ－Ｇで水素化脱硫を行う方法
や、ニッケル、銅、亜鉛などの金属を含有する脱硫剤を用いて、反応温度が常温～３００
℃、反応圧力が常圧～１ＭＰａ－Ｇで吸着脱硫を行う方法、あるいは両者を組み合わせた
方法などを用いることができる。
　また、燃料電池用燃料油を本発明に規定する性状を有するように調製するには、一般に
、原料に用いる石油留分の蒸留性状や硫黄分、特に硫黄分を適宜選択することによって容
易に行うことができる。
【００２１】
　本発明の燃料電池用燃料油には、必要に応じて、各種の添加剤を適宜配合することがで
きる。添加剤としては、フェノール系、アミン系等の酸化防止剤、チオアミド化合物等の
金属不活性剤、有機リン系化合物等の表面着火防止剤、コハク酸イミド、ポリアルキルア
ミン、ポリエーテルアミン、ポリイソブチレンアミン等の清浄分散剤、多価アルコール及
びそのエーテル等の氷結防止剤、有機酸のアルカリ金属やアルカリ土類金属塩、高級アル
コールの硫酸エステル等の助燃剤、アニオン系界面活性剤、カチオン系界面活性剤、両性
界面活性剤等の帯電防止剤、アルケニル琥珀酸エステル等の錆止め剤、及びアゾ染料等の
着色剤等、公知の燃料添加剤が挙げられる。これらを１種又は数種組み合わせて添加する
ことができる。これら燃料添加剤の添加量は任意であるが、通常、添加剤の合計量が燃料
油の０．１質量％以下、好ましくは０．０５質量％以下である。
【００２２】
　燃料電池システムにおいて、本発明の燃料電池用燃料油を脱硫処理するために用いる脱
硫剤は、通常の脱硫処理に用いられる脱硫剤を使用できる。この脱硫剤は、担体として無
機酸化物を用い、この担体に吸着活性金属成分を担持ないし混合したものが好ましく用い
られる。担体の無機酸化物としては、例えばシリカ、アルミナ、マグネシア、シリカーア
ルミナ、タングステン、ジルコニアなどが挙げられ、これら１種以上の元素の酸化物、も
しくは混合物、もしくは２種以上の元素の複合酸化物、その他にゼオライト、ＭＣＭ－４
１などの結晶性化合物が挙げられる。特に好ましい無機酸化物として、シリカ、アルミナ
、及びシリカ－アルミナを用いることができる。脱硫剤における無機酸化物成分の含有量
については、特に制限はなく、使用条件等必要に応じて適宜選定すればよいが、通常は脱
硫剤基準で０．５～５０質量％の範囲である。含有量が０．５質量％以上であれば、無機
酸化物成分としての効果が十分に発揮され、また５０質量％以下であれば、吸着活性金属
成分量の低下により脱硫性能が低下することを回避できて好ましい。
　上記吸着活性金属成分としては、ニッケル、銅、マンガン、リチウム、クロム、鉄など
の金属成分が挙げられる。これらの金属性成分は担持でなく、調製時に担体に混合させて
も良い。ニッケルなどの金属成分の好ましい含有量としては、脱硫剤基準、元素換算で５
０～９９．５質量％の範囲である。
【００２３】
　本発明の燃料電池用燃料油を脱硫剤で脱硫処理する方法の一例を以下に示す。上記脱硫
剤を充填した充填塔に、水素を供給し、１００～５００℃の温度で、まず脱硫剤を活性化
させる。その後、燃料油を充填塔に供給し、脱硫処理を行う。充填塔への燃料油の供給は
、上昇流でも下降流でもよい。この時の脱硫処理条件は、温度は常温から５００℃、圧力
は常圧から２ＭＰａ、液空間速度（ＬＨＳＶ）は０．０５～１０ｈ-1が好ましい。また、
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脱硫処理中に燃料油とともに水素を供給することもできる。
【実施例】
【００２４】
　次に、実施例、比較例を挙げて、本発明を詳細に説明するが、本発明はこれらの例によ
って限定されるものではない。
【００２５】
　＜燃料電池用燃料油の調製＞
実施例１
　中東系の原油から常圧蒸留により得た直留灯油（蒸留カットレンジ１５０～２５０℃、
硫黄分０．２１質量％）を原料油とし、該原料油を水素化脱硫触媒としてＣｏ－Ｍｏ系脱
硫触媒(ＫＦ７５７、日本ケッチェン（株）製)を用いて、反応温度（ＷＡＢＴ）３１０℃
、水素分圧４．５ＭＰａ、液空間速度（ＬＨＳＶ）１．５ｈ－１の条件下で水素化処理を
行い、表１の性状を有する水素化脱硫灯油組成物（燃料油Ａ）を得た。
【００２６】
実施例２
　中東系の原油から常圧蒸留により得た直留灯油（蒸留カットレンジ１５０～２５０℃、
硫黄分０．２５質量％）を原料油とし、該原料油を水素化脱硫触媒としてＣｏ－Ｍｏ系脱
硫触媒(ＫＦ７５７、日本ケッチェン（株）製)を用いて、反応温度（ＷＡＢＴ）３２０℃
、水素分圧３．５ＭＰａ、液空間速度（ＬＨＳＶ）２．０ｈ－１の条件下で水素化処理を
行い、さらにテトラヒドロナフタレンを３容量％添加し、表１の性状を有する水素化脱硫
灯油組成物（燃料油Ｂ）を得た。
【００２７】
比較例１
　実施例２の燃料油Ｂにナフテンベンゼン類の化合物としてテトラヒドロインデンを７容
量%添加し、表１の性状を有する水素化脱硫灯油組成物（燃料油ａ）を得た。
【００２８】
比較例２
　中東系の原油から常圧蒸留により得た直留灯油（蒸留カットレンジ１５０～２５０℃、
硫黄分０．２５質量％）を原料油とし、該原料油を水素化脱硫触媒としてＣｏ－Ｍｏ系脱
硫触媒（ＫＦ７５７、日本ケッチェン（株）製）を用いて、反応温度（ＷＡＢＴ）３１５
℃、水素分圧３．０ＭＰａ、液空間速度４．０ｈ－１の条件下で水素化処理を行い、さら
にテトラヒドロナフタレンを１３容量％添加し、表１の性状を有する水素化脱硫灯油組成
物（燃料油ｂ）を得た。
【００２９】
比較例３
　中東系の原油から常圧蒸留により得た直留灯油（蒸留カットレンジ１５０～２５０℃、
硫黄分０．１９質量％）を原料油とし、該原料油を水素化脱硫触媒としてＣｏ－Ｍｏ系脱
硫触媒（ＫＦ７５７、日本ケッチェン（株）製）を用いて、反応温度（ＷＡＢＴ）３３５
℃、水素分圧３．０ＭＰａ、液空間速度４．０ｈ－１の条件下で水素化処理を行い、さら
にメチルインダンを９容量％添加し、表１の性状を有する水素化脱硫灯油組成物（燃料油
ｃ）を得た。
【００３０】
＜燃料油中のナフテンベンゼン類の分析＞
　上記各燃料油のナフテンベンゼン類の分析は、高速液体クロマトグラフ（ＨＰＬＣ）に
よって飽和分と芳香族分とに分画した後にＧＣ－ＦＩＤで定量し、さらに、各分画をＧＣ
－ＭＳによって測定したのち、ＡＳＴＭ　Ｄ　３２３９を用いて解析した。
【００３１】
　＜硫黄分の分析＞
　なお、上記各燃料油の硫黄分の分析は、次のように行った。
　全硫黄分濃度：ＪＩＳ　Ｋ　２５４１微量電量滴定法に準拠して分析した。
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　分子量が１８４～２１８ｇ／ｍｏｌの範囲にある硫黄化合物の硫黄濃度：極性カラムを
装着したＧＣ－ＳＣＤ測定において、分子量が１８４および２１８であるジベンゾチオフ
ェンとＣ６－ベンゾチオフェンの間に検出される対象硫黄化合物の硫黄濃度を以下より求
めた。
対象硫黄化合物の硫黄濃度（質量ｐｐｍ）
＝試料中の全硫黄濃度×（ＧＣ－ＳＣＤで求めた対象硫黄化合物の面積値／ＧＣ－ＳＣＤ
で求めた全硫黄化合物の面積値）
　メルカプタン類の硫黄分濃度：特開２００７－７８４７１号公報に記載のメルカプタン
硫黄分試験方法に準拠して測定した。
【００３２】
　＜ＧＣ－ＳＣＤの分析条件＞
　装置：ＧＣ；ＧＣ－２０１０（ＳＨＩＭＡＺＵ）
　　　　ＳＣＤ：７０９０Ｓ（ＡＮＴＥＫ）
　カラム：ＨＰ－１ＭＳ
　カラム温度：４０℃－２８０℃（昇温）
　測定時間：３０　ｍｉｎ
　ｌｎｌｅｔ温度：２６０℃、検出器温度：２８０℃
　キャリアガス：Ｈｅ；９０　ｋＰａ
　制御モード：線速度
　Ｔｏｔａｌ　ｆｌｏｗ：２１．７　ｍＬ/ｍｉｎ、Ｐｕｒｇｅ　ｆｌｏｗ：３．０　ｍ
Ｌ/ｍｉｎ
　注入モード：スプリット　レス、Ｓｐｌｉｔ　ｒａｔｉｏ　５：１
　Ｓａｍｐｌｅ　ｓｉｚｅ：２．０　μＬ
【００３３】
　＜脱硫剤の調製＞
　実施例、比較例で得た燃料油の脱硫試験に用いる脱硫剤を次のようにして作製した。
　ベーマイトＡＰ－３(触媒化成工業製)１．２４ｇと１Ｎ　ＨＮＯ3水溶液４０ｍｌとを
イオン交換水１リットルに加えて８０℃に加温後、Ｎｉ(ＮＯ３)２・６Ｈ２Ｏを１４９ｇ
加えて調製液Ａを得た。別途用意したイオン交換水１リットルにコロイダルシリカ　スノ
ーテックスＸＳ（日産化学製）を３３．９ｇ、炭酸ナトリウムを９９．４ｇ、（ＮＨ４）

６Ｍｏ７Ｏ２４・５Ｈ２Ｏを３ｇ添加して８０℃に加温し、調製液Ｂを得た。調製液Ａと
Ｂとを８０℃に保ちながら、Ｂ液をＡ液に瞬時に加えて、沈殿物を形成させ、１時間攪拌
した。その後、イオン交換水５リットルを用いて沈殿物の洗浄・ろ過を行ったのち、空気
中、１２０℃で１２時間乾燥し、４００℃で１時間焼成して得られた固形状物質を１２～
１６メッシュに破砕し、脱硫剤を得た。
【００３４】
　＜脱硫試験＞
　上記の実施例、比較例で得た燃料油と上記で調製した脱硫剤を用いて、次のような脱硫
試験を行った。
　脱硫剤１５ｍｌを内径１６ｍｍの鋼製反応器に充填し、常圧下で水素を下向きに供給し
ながら、温度を１５０～２００℃まで上昇させ、３時間保持して脱硫剤を活性化させた。
次に反応管に上記の実施例、比較例で得た燃料油を２２０℃、０．３ＭＰａ‐Ｇ、ＬＨＳ
Ｖ＝１０ｈｒ－１で反応管に上向きに流通させた。反応管から流出した脱硫処理油を採取
し、その中の全硫黄分を測定し、その全硫黄分が１００質量ｐｐｂに達するまでの脱硫処
理開始からの通油時間を破過時間とした。
【００３５】
　＜ガス測定方法＞   
　反応管出口にガスラインを設け、気液分離器に分離し、水上置換法によって気体を採取
、計量した。ガス発生量は、実施例１で得られた値を基準として、実施例２と各比較例で
得られた値と、実施例１で得られた値との差で示した。
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【００３６】
【表１】

【００３７】
　表１から明らかなように、本発明に従った実施例１および２の燃料油は、比較例１～３
の燃料油と比べ、ガス発生量が低減されたことから、気体生成物の副生が抑制されている
ことが分かった。
【００３８】
　また、本発明に従った実施例１および２の燃料油は、比較例１～３の燃料油と比べ、通
液時間に対する硫黄濃度が低いため、脱硫剤の寿命を十分に維持することができるもので
あることが分かった。
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